
社団法人　経済同友会

調査期間：2000年８月２１日～９月１日
調査対象：1999年度経済同友会幹事、経済政策委員会委員および経営トップマネジメント

計７９４名
集計回答数：335名（回答率＝42.2％）〔製造業120名、非製造業215名〕
＊本調査は年4回（3月、6月、9月、12月）実施

【調査結果の概要】

2000年9月11日

2000年９月（第54回）景気定点観測アンケート調査結果

Ⅰ．景況判断は前回調査(6月）から、「緩やかに拡大している」との認識が更に強
まった。設備投資や収益の回復など企業部門の改善がより一層明確になる一方で、
個人消費に対する見方は依然慎重である。

(1）景気の現状については、「緩やかに拡大」が増加した（76％）。一方、「横ば
い状態」は前回から減少した（32％→22％）。（P2 図表1）

(2）景気パターンについては、「年度を通じて拡大が続く」が増加した（32％→
42％）。（P3 図表3)

(3）ｾﾞﾛ金利解除後の金融政策については、「現状維持」が84％を占めている。（P7
図表9）

Ⅱ．企業業績、設備投資等
（1）7-9月期、10-12月期ともに「増収増益」予想が最多（製造業では5割超、非製
造業では4割）。（P8 図表10（1）～(3)）

(2）2000年度の設備投資計画は、投資意欲が改善。「減額」が減少した（製造業：
26％→18％、非製造業：17％→13％）。（P9 図表11）

Ⅲ. トピックス
（1）景気を本格的な回復軌道に乗せるためには、「規制改革の推進」（82％）、
「情報技術による生産性の向上」（73％）が必要。「公共事業の追加」を求める声
は35％であった。（P12 図表15）

(2）追加する公共事業の内容については、「情報通信、バイオなどのインフラ整
備」（73％）、
「都市基盤整備」（62％）が圧倒的に多い。「旧来型の公共事業」については12％
に留まる。

(3）規制改革が特に必要な分野は「情報通信」（80％）、「法務（会社制度、ス
トックオプション等）」（59％）となっている。（P14 図表17）

(4）景気の先行きに対する懸念材料としては、「個人消費の低迷」（62％）、「米
国経済の失速」（59％）が多い。「円高の進行」（25%）、「長期金利の上昇」
（22％）については、前者で製造業が42%に対して非製造業が15%、後者で製造業が
13%に対して非製造業が27%と、製造業・非製造業間の違いが鮮明になっている。
（P15 図表18)
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Ⅰ．日本経済

１．景気の現状について
現在の我が国の景気動向をどのように判断されますか。

全体（回答数333件）
図表１

調査時点 99/9 99/12 2000/3 2000/６ 2000/9
拡大している。 0.3 1.2 2.3 0.7 0.9
緩やかに拡大している。 36.1 56.1 52.2 65.8 76.3
横ばい状態が続いている。 61.1 39.4 44.0 32.2 21.9
緩やかに後退している。 1.4 1.8 1.2 1.0 0.3
後退している。 0.0 0.3 0.0 0.0 0.3
その他 1.1 1.2 0.3 0.3 0.3

図表２　景気判断をめぐる業種別内訳※

77.4 22.0 0.6
　製造業［加工組立］ 75.9 20.4 3.7
　製造業［素材業種］ 79.2 20.8 0.0
　製造業［医薬品・食品］ 61.1 38.9 0.0

78.8 21.2 0.0
　建設業 77.8 22.2 0.0
　卸売業・商社 69.7 30.3 0.0
　不動産業［含む不動産管理］ 92.3 7.7 0.0
　金融・保険・証券業 86.5 13.5 0.0
　運輸・倉庫業 82.4 17.6 0.0
　電気・ガス・水道・熱供給業 100.0 0.0 0.0

86.7 13.3 0.0
82.8 17.2 0.0

　外食・旅行・消費者サービス 57.1 42.9 0.0
　小売業 50.0 50.0 0.0
　その他 70.8 29.2 0.0
　＜対個人向け業種＞ 53.8 46.2 0.0
※「拡大」は「拡大」、「緩やかに拡大」の合計。「後退」は「後退」、「緩やかに後退」の合計。

　　また、回答者が所属する業種によってサンプル数に差があることに注意

　　（各業種の回答数は最終ページ参照）。

＊＜対個人向け業種＞＝「外食・旅行・消費者サービス」「小売業」を加えた小計を示す。

　研究所・コンサルティング・監査法人

　情報通信・メディア・コンピュータ関連

製造業

非製造業

拡大 横ばい状態 後退

（回答比％）

(回答比％)

景気の現状については、緩やかに拡大しているとの判断が一層強まってきてい
る。
「緩やかに拡大」が約４分の３を占める（76％）。
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２．2000年度（2000年4月～2001年3月）の景気と主要な経済指標について

（１）2000年度の景気パターンをどのように展望されますか。

図表３
回答数334件

全体 (回答比：％)

回　　　答 2000/3 2000/６ 2000/9

年度を通じて拡大が続く 19.2 32.2 41.9

前半は拡大するが、後半には横這いか後退に転じる 8.4 14.3 15.3

前半は横這いだが、後半に拡大する 47.7 29.0 21.6

年度を通じて横這いが続く 18.6 18.6 18.6

前半横這いだが、後半には後退する 1.7 2.9 0.6

前半は後退するが、後半には横這いか拡大に転じる 2.3 2.0 0.9

年度を通じて後退する 0.0 0.0 0.0

その他 2.0 1.0 1.2

（２）そのように判断する根拠をお選び下さい（２つまで回答可）。

図表４
全体（回答数333件）
  (回答比：％)

調査時点 99/9 99/12 2000/3 2000/6 2000/9

回復 4.5 2.8 43.7 56.9 62.2

低迷 35.0 27.4 10.2 7.8 3.9

回復 22.6 36.6 42.6 50.3 56.8

低迷 14.4 8.6 7.6 2.6 3.9

回復 25.1 11.4 16.0 11.4 10.5

低迷 26.6 24.9 25.9 31.4 24.9

効果 31.1 40.9 12.0 3.6 1.5

薄い 9.3 7.4 11.1 10.8 11.1

増加 9.9 10.5 0.9 1.0 2.7

低迷 1.7 0.9 1.2 1.0 1.5

回復 4.8 12.0 14.0 6.2 5.7

不振 2.3 2.2 0.6 0.7 0.6

輸入　　 増大 0.0 0.3 0.6 1.3 0.0

その他　 5.1 4.6 2.9 4.9 3.3

輸出　　

住宅投資

設備投資

企業収益

個人消費

公共投資

｢年度を通じて拡大が続く」が増加した（32％→42％）。

回復判断の根拠としては、「設備投資の回復」（62％）、「企業収益の回復」
（57％）が要因として挙げられている。一方、低迷の根拠としては、「個人消費」
が前回よりも低下した。
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（３）①対ドル円相場：２０００年９月末値

図表５
前回調査時（00. 5.22）107円。今回調査時（00. 8.21）109円。

0.0

8.8

85.8

5.1

0.3

0.0

0.0

1.0

24.9

54.1

16.4

3.0

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

９０円未満

９０円以上９５円未満

９５円以上１００円未満

１００円以上１０５円未満

１０５円以上１１０円未満

１１０円以上１１５円未満

１１５円以上１２０円未満

１２０円以上１２５円未満

１２５円以上１３０円未満

１３０円以上

前回（回答数305
件）
今回（回答数331
件）

  9月末の為替予想は、「105～110円」が大幅に増加し（16％→86％）、8割を越え
た。また、100円未満の予想が前回の26％からゼロになった。前回調査の9月末予
想（「100～105円」54％）に比べて若干円安方向にシフトした。

 

％
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（３）②対ドル円相場：２０００年12月末値

図表6

0.3

34.6

48.3

15.6

0.9

0.0

0.0

0.0

0.0

8.8

85.8

5.1

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

９０円未満

９０円以上９５円未満

９５円以上１００円未満

１００円以上１０５円未満

１０５円以上１１０円未満

１１０円以上１１５円未満

１１５円以上１２０円未満

１２０円以上１２５円未満

１２５円以上１３０円未満

１３０円以上

9月末値（回答数331件）

12月末値（回答数321件）

 12月末の為替予想は「105～110円」（48％）が最も多い。9月末予想に比べると、
「100円～105円」では9月末値：9％に対して12月末：35％、「105円～110円」で
は9月末値：86％に対して12月末値：48％と、若干円高方向となるとの見方が多く
なっている。

％
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（４）①日経平均株価（東証・２２５種）：２０００年９月末値

図表７ 前回調査時（00. 5.22）16,368円。今回調査時（00. 8.21）16,040円

（４）②日経平均株価（東証・２２５種）：２０００年12月末値

図表８

0.3

31.2

54.2

12.1

1.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.3

2.6

5.6

22.6

37.0

18.4

11.1

1.3

0.7

0.0

0.0

0.0

0.3

0 10 20 30 40 50 60

12,000円未満

12,000円台

13,000円台

14,000円台

15,000円台

16,000円台

17,000円台

18,000円台

19,000円台

20,000円台

21,000円台

22,000円以上

前回（回答数：305
件）
今回（回答数：330
件）

％

  9月末の株価予想は、「17000円台」（54％）が最多となり、「18000円台」
（37％）が最多だった前回調査に比べて下方修正された。「16000円台」
（31％）がこれに次いでおり、調査時点の株価（8/21、16,040円）からは若干上
昇するとの見方となっている。

1.2

9.0

30.8

39.9

13.1

4.4

0.0

0.3

0.0

0.0

0.0

0.3

0.3

31.2

54.2

12.1

1.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

0 10 20 30 40 50 60

12,000円未満

12,000円台

13,000円台

14,000円台

15,000円台

16,000円台

17,000円台

18,000円台

19,000円台

20,000円台

21,000円台

22,000円以上

9月末値（回答数：330件）

12月末値（回答数：321件）

％

 12月末の株価予想は、「18000円台」（40％）が最多となり、「17000円台」
（31％）がこれに次いでいる。9月末の予想に比べて上昇するという見方が多く
なっている。
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（５）金融政策について、お考えに近い番号をお選び下さい。

図表９

今回調査はゼロ金利解除後に実施された。「現状維持」が84％を占めている。

3.3

84.1

12.6

0

20

40

60

80

100
全体（回答数：334件）

％

現状より引き
締め方向に変
更すべき

現状でよい 現状より緩和
方向に変更す
べき

（前回
8.5%）

（前回
81.6%）

（前回
9.8%）
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Ⅱ．企業業績、設備投資等
１．貴社の業績についてお伺いします。下表から該当する番号をお選び下さい。

図表10(1)
全体

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-)

増収 45.3 6.6 2.8
(+) 45.6 7.5 1.9

横ばい 7.2 21.3 1.9
(→) 8.2 18.9 2.2
減収 4.7 4.4 5.9
(-) 4.7 4.7 6.3 （回答比％）

図表10(2)

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-)

増収 52.9 5.0 3.4
(+) 53.8 7.7 2.6

横ばい 8.4 15.1 0.8
(→) 10.3 10.3 0.9
減収 3.4 3.4 7.6
(-) 3.4 3.4 7.7 （回答比％）

図表10(3)
非製造業

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-)

増収 40.8 7.5 2.5
(+) 40.8 7.5 1.5

横ばい 6.5 24.9 2.5
(→) 7.0 23.9 3.0
減収 5.5 5.0 5.0
(-) 5.5 5.5 5.5 （回答比％）

（注）いずれも前年同期比

【上段：(2000/7-9月)期見込　回答数：201件､
　下段：(2000/10-12月)期予想　回答数：201件】

製造業

売
上
高

売
上
高

【上段：(2000/7-9月)期見込　回答数：119件､
　下段：(2000/10-12月)期予想　回答数：117件】

売
上
高

【上段：(2000/7-9月)期見込　回答数：320件､
　下段：(2000/10-12月)期予想　回答数：318件】

7-9月期、10-12月期ともに「増収増益」予想が最多となっている。「増収増益」予想
は製造業では過半数に達しているが、非製造業では前回調査とほぼ同じ4割にとど
まっている。
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２．貴社の設備投資計画（2000年度）についてお伺いします。
（１）国内の設備投資計画額(2000年度)は99年度比でどのようにするご予定でしょうか。

図表11

（２）「(1)」で「増額」および「横ばい」をお選び頂いた方に伺います。
増額の主な項目をお選び下さい。(複数回答可)

図表12

製造業では「増額」（49％→50％）の割合は前回調査並みだったが、「減額」
（26％→18％）が減少し、設備投資意欲の改善。非製造業でも「増額」（40％
→42％）が増加し、「減額」（17％→13％）が減少した。

増額項目は、製造業では「情報化投資」（31％→40％）、新規事業投資（13％→
27％）が大幅に増加し、「能力増強投資」（48％→43％）が減少した。非製造業
では「能力増強投資」（23％→32％）が増加した。

49.6

32.5

17.9
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44.6

13.3
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製造業（回答数117件） 非製造業（回答数195件）

99年度並み 減額

43.2

29.5
31.8

27.3 27.3

1.1

39.8

6.8

31.8

13.0
11.0

26.0
24.0

0.6

52.6

6.5

0

10

20
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40
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60

製造業（回答数88件） 非製造業（回答数154件）
%

増額
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力
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投
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究
開
発
投
資

省
エ
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・
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理

化
・
省
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投
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事
業
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・
補
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・

更
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等
の
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資

海
外
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ら
の
投
資

撤
退
に
よ
る
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資

増 情
報
化
投
資

そ
の
他

前回
前々

（49.1%
）
（34.2%

（40.1%
）

（25.0%
）

（43.4%
）

（25.9%
）
（23.9%

（16.5%
）

%
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（３）「(1)」で「横ばい」および「減額」をお選び頂いた方に伺います。減額の主な項目を
お選び下さい。(複数回答可)

図表13

減額項目は、製造業では「能力増強投資」（58％）、非製造業では「能力増強投
資」、「維持更新」（ともに31％）が最多となっている。
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３．貴社の雇用の状況についてお伺いします。現状の雇用人員をどのようにお考えでしょうか。

図表14

（回答比％）

調査時点 99/9 99/12 2000/3 2000/6 2000/9
過剰 45.2 41.6 41.0 35.2 27.5
どちらでもない 47.9 47.5 47.9 49.7 57.0
不足 6.9 10.9 11.1 15.1 15.5
過剰 53.7 53.4 58.8 50.9 38.9
どちらでもない 43.8 42.4 35.3 43.8 53.1
不足 2.5 4.2 5.9 5.4 8.0
過剰 40.7 34.8 31.0 25.8 21.2
どちらでもない 50.0 50.5 54.9 53.2 59.1
不足 9.3 14.7 14.1 21.0 19.7

製造業

非製造業

全　体

「過剰」が減少（35％→28％）し、過剰感の改善が顕著になっている。特に製造
業で「過剰」が大幅に減少（51％→39％）、98年7月に実施の調査(42%)以来2年2ヶ
月振りに5割を切った。しかし、非製造業(「過剰」21％）に比べると製造業の雇用
過剰感は依然として強い。

21.2

38.9

27.5

59.1

53.1

57.0

19.7

15.5

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

製造業

全体

過剰 どちらでもない 不足

回答数：製造業＝113件

回答数：非製造業＝203件

回答数：全体＝316件
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Ⅲ．トピックス

１．景気の本格的な回復に必要なもの

(1)景気を本格的な回復軌道にのせるために何が必要とお考えですか。（５つまで回答可）

図表15

4.2

48.4

71.2

11.2

23.3

38.1

78.6

32.1

35.8

48.4

30.7

6.7

37.5

75.8

16.7

35.8

41.7

86.7

31.7

27.5

38.3

43.3

5.1

44.5

72.8

13.1

27.8

39.4

81.5

31.9

32.8

44.8

35.2

0 20 40 60 80 100

全体（回答数：335件）

製造業（回答数：120件）

非製造業（回答数：215件）

公共事業の追加

減税（法人税、所得
税、消費税等）

住宅取得促進税制の延
長

社会保障制度改革（年
金制度、医療制度の改
革等）

規制改革の推進

企業部門による設備投
資の更なる拡大

企業部門による新製品開
発

企業部門の更なるリス
トラの推進・提供の努
力

情報技術を活用した企業
部門の生産性の向上

企業部門における雇用の
流動化・ミスマッチ解消
の推進

その他
%

景気の本格的な回復に必要なものについては、「規制改革の推進」（82％）が
最多で、「情報技術による生産性の向上」（73％）が続いている。「公共事業
の追加」は35％にとどまっている。
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(2)上記質問(1)で①を選択した方に伺います。追加する公共事業のあるべき内容は何
　　ですか。（２つまで回答可）

図表16

0.0

70.3

12.5

17.2

65.6

20.3

3.9

51.0

5.9

29.4

82.4

2.0

1.7

61.7

9.6

22.6

73.0

12.2

0 20 40 60 80 100

全体（回答数：115件）

製造業（回答数：51件）

非製造業（回答数：64件）

建築土木による旧来型
の公共事業

情報通信、バイオなど
成長分野のためのイン
フラ整備

資源のリサイクル、ダ
イオキシン対策など環
境対応

バリアフリー化推進な
どの高齢化対策

大都市を中心とした都
市基盤整備

その他

%

追加公共事業のあるべき内容については、「情報通信、バイオなどのインフラ
整備」（73％）が最多で、「都市基盤整備」（62％）がこれに続いている。な
お、「旧来型の公共事業」については12％にとどまっている。
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(3)上記質問(1)で⑤を選択した方に伺います。規制改革が特に必要な分野はどことお考え
　　ですか。（５つまで回答可）

図表17

1.8

7.4

6.1

14.1

23.9

6.7

22.7

33.7

35.0

19.6

28.8

31.3

52.1

32.5

5.5

81.0

0.0

2.9

15.5

15.5

33.0

1.9

12.6

24.3

30.1

14.6

24.3

24.3

68.9

44.7

7.8

77.7

1.1

5.6

9.8

14.7

27.4

4.9

18.8

30.1

33.1

17.7

27.1

28.6

58.6

37.2

6.4

79.7

0 20 40 60 80 100

全体（回答数：88件）

製造業（回答数：31件）

非製造業（回答数：57件）

情報通信

環境

競争政策等（独禁法等）

法務（会社制度、ストック
オプション等）

金融・証券・保険

運輸

エネルギー

流通・農業

住宅・土地、公共事業

医療

福祉

雇用・労働

教育

基準認証・保安

資格制度

その他
％

規制改革が特に必要な分野は、「情報通信」（80％）が最多で、「法務」
（59％）がこれに続いている。
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２．景気の先行きに対する懸念材料
景気の先行きについて、懸念材料があるとすれば何ですか。（３つまで回答可）

図表18

3.3

15.9

59.8

59.8

38.3

27.1

15.4

42.1

3.3

21.7

58.3

66.7

35.0

13.3

41.7

38.3

3.3

18.0

59.3

62.3

37.1

22.2

24.9

40.7

0 10 20 30 40 50 60 70

全体（回答数334）

製造業（回答数120）

非製造業（回答数214）

国内金融システム不安の
再燃

円高の進行

長期金利の上昇

株価の下落

個人消費の低迷

米国経済の失速

原油価格の高騰・高止
まり

その他

％

景気の先行きに対する懸念材料としては、「個人消費の低迷」（62％）、「米
国経済の失速」（59％）がともに約6割を占めている。「国内金融システム不安
の再燃」（41％）、「株価の下落」（37％）がこれに続いている。「円高の進
行」（25％）、「長期金利の上昇」（22％）については、前者で製造業が42％
に対して非製造業が15％、後者で製造業が13％に対して非製造業27％と、製造
業・非製造業間の違いが鮮明になっている。
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３．今後の金融政策
日銀は、去る８月１１日に約１年半続いたゼロ金利政策を解除しました。今後の金融
政策については、上記質問項目 1-2. -(5)でお伺いしましたが、ここではもう少し詳しく
伺いたく、お考えにもっとも近い項目をお選びください。

図表19

1.0

0.5

5.3

44.0

30.1

18.2

1.0

0.0

2.5

1.7

40.7

33.9

18.6

2.5

0.6

1.2

4.0

42.8

31.5

18.3

1.5

0 10 20 30 40 50

全体（回答数327）

製造業（回答数118）

非製造業（回答数209）

景気の先行きはまだまだ
不透明故、現状よりもさ
らに緩和させる必要があ
る

再び異常事態に陥れば、
いつでもゼロ金利政策を
復活させるぐらいの柔軟
性が必要

景気の本格的な回復を十
分に確認できるまでは現
状の超金融緩和政策を維
持すべき

景気の本格的な回復が確
認できれば、徐々に現状
の超金融緩和政策を是正
すべき

景気の本格的な回復が確
認できれば、現状の超金
融緩和政策は思い切った
是正が必要

景気は確実に回復してき
ているので、すぐにでも
現状の超金融緩和政策は
是正すべき

その他

％

今後の金融政策については、「景気の本格的な回復が確認できれば、徐々に超金
融緩和政策を是正すべき」が約４割、「景気の本格的な回復を十分確認できるま
では現状の超金融緩和政策を維持すべき」が約３割、「異常事態に陥ればいつで
もゼロ金利政策を復活させるぐらいの柔軟性が必要」が約２割となっている。
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－回答者業種分類－
製造業 120人

加工組立 54
素材業種 48
医薬品・食品 18

非製造業 215人
建設業 29
卸売業・商社 33
不動産業［含む不動産管理］ 13
金融・保険・証券業 38
運輸・倉庫業 17
電気・ガス・水道・熱供給業 4
研究所・コンサルティング・監査法人 15
情報通信・メディア・コンピュータ関連 29
外食・旅行・消費者サービス 7
小売業 6
その他 24

回答者総数 335人
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